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議案第１号

【補正予算】

国庫支出金 起　　債 その他 一般財源

【一般会計】

商工政策課 605,733 300,000 905,733 300,000

産業振興課 1,871,329 13,556 1,884,885 13,556

企業支援課 3,331,576 587,712 3,919,288 218,296 369,416

雇用政策課 954,981 100,000 1,054,981 100,000

とっとり働き方改革支援センター 49,112 10,666 59,778 10,666

産業人材課 833,392 10,000 843,392 10,000

鳥取県立鳥取ハローワーク 192,655 30,000 222,655 30,000

販路拡大・輸出促進課 101,569 32,000 133,569 16,000 16,000

一般会計合計 14,197,738 1,083,934 15,281,672 684,962 369,416 29,556

　説明［主な事業］

【商工政策課】 （新）新型コロナウイルス克服再スタート事業

【企業支援課】 （新）地域で頑張るお店応援事業

【企業支援課】 企業自立サポート事業（制度金融費）、信用保証料負担軽減補助金

【雇用政策課】 （新）緊急雇用対策ささえあいマッチング促進事業

【とっとり働き方改革支援センター】（新）鳥取県テレワーク等導入推進事業

【鳥取県立鳥取ハローワーク】 （新）新型コロナウイルスに伴う雇用安定支援事業

財　　源　　内　　訳
備考

議　　案　　説　　明　　資　　料　　総　　括　　表

商工労働部　（単位：千円）

課　　　名 補正前の額 補　正　額 計
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　１項　商業費  商工政策課 （ 内線 ： ７２１３ ）
　　１目　商業総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）新型コ
ロナウイルス
克服再スター
ト事業

0 300,000 300,000  300,000

 トータルコスト 0 323,610 323,610（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 3.0人 3.0人申請受付、交付決定等
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症の影響の長期化に伴い、経営上の影響を大きく受けた県内事業者に対し、家賃等固

定費など負担軽減のほか、今後の事業継続等に向けた取組を支援し、県内経済の早期回復と発展を図る。

 ２　主な事業内容

（応援金）１００千円／事業者

　　　　　　　※県内に複数店舗を経営する事業者は、店舗数に拘わらず２００千円を上限とする

（事業費）３００，０００千円

　　　　　　　※別途、新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費より３００，０００千円対応。

【新型コロナウイルス克服再スタート応援金】

対象者

　県内中小企業等（個人事業者を含む）

　　※飲食業、宿泊業、観光業、小売業、運輸業、健康・美容サービス業など経営上の

　　　影響を受けた業種を幅広く対象とする

交付要件

　以下のいずれにも該当する事業者

・新型コロナウイルス感染症拡大に伴う外出自粛等の影響により、売上が３０％以上減少
　している事業者であること
・新型コロナウイルスの影響に伴い雇用を維持する計画を有する事業者であること
・新しい生活様式のガイドライン対応など、新型コロナウイルス感染症からの回復後を見
　据えた事業継続を目指す事業者であること

交付額 　１００千円（複数店舗を経営する事業者は２００千円／事業者）

      ※同応援金は、以下の使途など、事業継続を下支えし、事業全般に幅広く活用できるものとして交付。
　　　・家賃、光熱費等の固定費、人件費
　　　・事業継続に向けた各種取り組みに要する経費（人材育成等の研修実施、新しい生活様式を取り入れる
　　　　ために必要な経費　等）
　　　・新たな事業展開に向けた各種取り組みに要する経費（新業態導入のための物品購入に必要な経費、商
　　　　品・メニュー等のＰＲ経費）　　　　など

 ３　これまでの取組状況、改善点

　　 　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、全国的な行動自粛に伴う消費減退等によって、宿泊業や飲食
　　業、観光業、小売業などのほか、運輸、食品製造事業者、健康・美容サービス業など幅広い業種に亘り、
　　経営上の影響が及んでいる。
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　２項　工鉱業費  産業振興課 （ 内線 ： ７２４４ ）
　　２目　中小企業振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）とっと
りバイオフロ
ンティア基金
造成補助事業

0 13,556 13,556 13,556

 トータルコスト 0 14,343 14,343（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人補助金交付事務、関係機関との調整等
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　令和元年度とっとりバイオフロンティアの指定管理料について、指定管理者である公益財団法人鳥取県産業振

興機構に対して基金造成のための補助金を交付する。

＜基金造成補助金の仕組み＞

　県立の指定管理施設のうち指名指定により管理を行っている施設については、管理委託料の余剰金のうち、経

費節減等の経営努力による額を指定管理者が設ける基金に積み立て、自主的に行う公益事業等の実施に使用でき

る仕組みとしている。

 ２　主な事業内容

　令和元年度とっとりバイオフロンティア管理委託料支払額78,762千円の余剰額20,188千円のうち、外部委託業

務等の複数年契約導入による請負差額等、経営努力によらない額を控除した額を、指定管理者に基金造成補助金

として交付する。

区分 金額
令和元年度管理委託料余剰額　　　　　　　　　　 　 　（Ａ） 20,188千円
外部委託業務等の複数年契約導入による請負差額等 　 　（Ｂ） 6,632千円
差引（基金造成補助金額）　　　　　　　　    　 （Ａ）－（Ｂ） 13,556千円

〇補助金交付先：公益財団法人鳥取県産業振興機構（指定管理者）

〇基金を充当できる事業

　・機能向上のための施設設備、機器の設置、開放機器の消耗品購入、メンテナンス等を行う施設設備・

　　機器整備事業

　・施設の情報提供、利用企業の誘致等を行う利用促進事業

　・とっとりバイオフロンティアにて行う開放機器利用説明会、バイオ人材育成講座等の研修事業

　・先進地や類似施設の視察・研修等の職員研修事業

 ３　これまでの取組状況、改善点

　　  〇本余剰金については、バイオフロンティアの機能向上及び施設を利用する研究者の利便性向上のため、
　　 主に施設設備・実験機器の設置・更新等に活用している。

　　 （過去の活用実績：顕微鏡等の実験機器設置、実験室等の施設整備 等）
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　１項　商業費  企業支援課 （ 内線 ： ７２１７ ）
　　２目　商業振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）地域で
頑張るお店応
援事業

0 50,000 50,000  50,000

 トータルコスト 0 57,870 57,870（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 1.0人 1.0人申請受付、交付決定等
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　地域の企業や個人事業者等で構成される団体・グループ等、複数の事業者が連携して行う地域の盛り上げや需
要喚起に繋がる取組みを応援し、新型コロナウイルス感染症拡大により損なわれた地域活力の回復を図る。

 ２　主な事業内容

事業実施主体 複数の法人、個人事業者等により構成されるグループ

対象事業 複数の事業者が連携して行う地域の活性化や需要喚起を目的とする事業

【例】

プレミアム商品券の発行 

来訪者が広く参加できるイベント・キャンペーン等 

地域で使えるクーポン券の発行 

ドライブスルーでの商品販売フェア　など 

補助額 上限額１社２０万円×参加事業者数（１申請数上限2,000千円）、補助率３／４

 ３　予算額

　　 50,000千円
※別途、新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整費より100,000千円対応。

 ４　これまでの取組状況、改善点

　　
　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、来訪者が減少するなど地域の商店等に経済的影響が生じており、運

輸業者による飲食店のデリバリー代行など、異業種・複数事業者間で協力してこうした危機的状況を克服する取

組みが生まれ始めている。
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令和２年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 

 １項 商業費                                       企業支援課（内線７４６８） 

３目 金融対策費                                          （単位：千円） 

事 業 名
 

補正前
 

補正
 

計 
財  源  内  訳 

備 考
 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

企業自立サポート事業(制度金

融費） 
975,846 461,936 1,437,782 92,520  

＜雑入＞ 

369,416 
  

信用保証料負担軽減補助金 669,527 75,776 745,303 75,776      

ト ー タ ル コ ス ト 1,661,900 539,286 2,201,186 (補正に係る主な業務内容) 
制度創設・改正検討、利子補助金交付事務、信用保証協会との
調整、融資相談、企業・市町村との調整等 

従 事 す る 職 員 数 2.1人 0.2人 2.3人 

工程表の政策目標(指標)  資金調達の円滑化（機動的な金融支援）及び再生支援 

事業内容の説明                     【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】 

１ 事業の目的・概要 

新型コロナウイルスによる県内中小事業者等の影響が深刻化していることから、利率や保証料率の引き下げ等を行っている地

域経済変動対策資金（令和元年度国際経済変動（新型コロナウイルスによる影響のみ））の融資枠を拡大し、県内中小事業者等

の経営安定化等に資する円滑な資金調達を支援する。 

２ 主な事業内容 

新型コロナウイルス対策向けの地域経済変動対策資金（令和元年度国際経済変動） 

   引き続き融資利用の申込みが増え続けている状況を鑑み、地域経済変動対策資金の新規融資実行枠を 

  ４００億円から８００億円へ増額する。 

＜現行の新型コロナウイルス対策向け資金概要（５／１から拡充）＞  

要件 利率 保証料 備考 

売上高１５％以上減少の 

中小事業者 

当初５年間０％、 

６年目以降1.43％ 

最長１０年間０％ ４年目及び５年目の利率０％～0.7％ 

部分は市町村と折半（0.35％ずつ） 

※「売上高１５％以上減少の中小事業者」以外の利率は以下のとおり（保証料は全て最長１０年間０％） 

  ・売上高５％以上減少の中小事業者→当初５年間0.7％・６年目以降1.43％ 

  ・売上高５％以上減少の個人事業主→当初５年間０％、６年目以降1.43％ 

  ・売上高５％以上減少の中部地震融資（５年間無利子・無保証料）の借換を行う中小事業者→当初５年間０％、６年目以降1.43％ 

 

   ＜参考（新規融資実行枠）＞                              （単位：億円） 

 全体 うち、地域経済変動対策資金 増額 

当初予算 ４００ ８０       － 

４月補正 ７２０ ４００ ３２０ 

今回補正 １，１２０ ８００ ４００ 

 

 

３ これまでの取組状況、改善点  

＜新型コロナウイルス対策＞ 

R2.1.30 ・地域経済変動対策資金「令和元年度国際経済変動（新型コロナウイルスによる影響)」を発動 

      （利率１．４３％、保証料率０．５％程度、融資期間１０年以内、据置期間３年以内） 

   R2.2.14 ・当初５年間の利率を０．７％、保証料を０％へ拡充 

   R2.3.18 ・市町村と協調し、売上高が▲１５％以上減少した事業者の利率を当初３年間無利子へ拡充 

  R2.5.1  ・国制度を活用し、当初５年間無利子、１０年間保証料０％、据置期間最長５年へ拡充 

        ・地域経済変動対策資金の貸出枠を増額（８０億円→４００億円） 
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
５款　労働費
　１項　労政費  雇用政策課 （ 内線 ： ７２２９ ）
　　１目　労政総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）緊急雇
用対策ささえ
あいマッチン
グ促進事業

0 100,000 100,000  100,000

 トータルコスト 0 101,574 101,574（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.2人 0.2人申請受付、交付決定等
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　　 県内事業者が新型コロナウイルス感染の防止対策や「新しい生活様式」の定着等に向けた取組に伴う、パート

　 や学生アルバイトの従業員も含めた新たな雇用を行う県内中小企業を支援し、県内求職者の就労促進を図る。

 ２　主な事業内容

　以下のとおり、県内中小企業による新規雇用者の人件費を支援する。

補助対象者 県内中小企業

補助率、上限額 補助率：1/2

上限額：日額3,600円（日額7,200円×1/2）

※補助の対象とする期間は最長６か月とする。

補助対象事業 県立ハローワーク内「ささえあい求人・求職マッチング特別相談窓口」を通じ、ハロー

ワークで求人を募集し、新規雇用を行った事業事業者に対し、その人件費を補助する。

予算額 100,000千円（新規雇用230人相当）

※1日8時間、月20日勤務で6か月雇用した場合：432千円/人

【ささえあい求人・求職マッチング特別相談窓口】

　新型コロナウイルスの影響を受けた求職・相談者への「特別相談対応」を行うとともに、そのような求職者を

積極的に受け入れる企業の求人を「ささえあい求人」として登録する特別相談窓口(令和２年５月２１日設置)。
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
５款　労働費
　１項　労政費  とっとり 働 き 方改革支援 センター （ 内線 ： ７２２９ ）
　　２目　労働福祉費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）鳥取県
テレワーク等
導入推進事業

0 10,666 10,666  10,666

 トータルコスト 0 12,240 12,240（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.2人 0.2人セミナー企画・実施、補助金交付事務
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業概要

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のための「新しい生活様式」が提唱され、テレワークやオンライン会議等
の導入による新たな働き方・多様な働き方への転換が求められている。しかし、本県において、テレワークの導
入率は全国と比べて低く、また、事業者の中には、どのような業務で導入できるのか、セキュリティや社員の労
務管理をどうすれば良いか、といった“入口付近での不安感”を持つ事業者も少なくない。
　そこで、本事業では、こうしたオンライン、ICTを活用した新しい働き方を促進するための入門セミナーの実施
や、県内中小企業のテレワーク等導入を支援する。

 ２　主な事業内容

（１）「新たな働き方」入門セミナーの実施　
　テレワーク、オンライン会議等の導入に当たって苦労した点及び留意すべき点を伝える入門的位置づけのセミ
ナーを、県内3箇所で実施する。

場所 鳥取、倉吉、米子（3箇所／各会場20名程度）
※新型コロナウイルス感染症の状況によっては、Web上での開催も検討

内容 ・県内企業による活用事例（テレワーク、オンライン会議等）の紹介
・県内IT企業等による導入支援事例の紹介
・県内社会保険労務士によるテレワーク等に係る労務関係規程策定支援の紹介
・関係する支援制度の紹介

予算額 666千円（謝金及び旅費）

（２）テレワーク等導入企業支援補助金
　テレワーク等のオンライン手法活用に関心を持つ県内事業者が、専門家の伴走支援を受けながら実施する業務
の洗い出し、導入対象業務の選定、システムの開発及びテレワーク等の実施を支援する。

補助事業期間 令和2年度内
受託者 テレワーク等の導入を行おうとする県内中小企業者
補助率、上限額 補助率10/10、上限1,000千円
補助対象事業 テレワーク等を導入したい県内中小企業が専門家からの助言・支援を受けて実施する次の

事業
・テレワーク等のオンライン手法が導入できる業務の選定、開発・実施するための業務工
程の見直し
・開発等を行うテレワーク等のシステムの決定
・システムの開発委託及び利用支援

※専門家による支援は訪問／状況に応じてメール等の訪問・対面以外での支援も可とする
※導入に係るハードウェアの支援は本補助金対象外とする（国県の他事業を活用）

予算額 10,000千円（10件相当）

※テレワークとは、ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方を言う。
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
５款　労働費
　２項　職業訓練費  産業人材課 （ 内線 ： ７２２３ ）
　　２目　職業訓練校費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）オンラ
イン授業シス
テム構築事業

0 10,000 10,000  10,000

 トータルコスト 0 10,787 10,787（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人オンライン授業システム整備
 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のための「新しい生活様式」に対応するため、産業人材育成センターにお
いて、オンライン授業ができるシステムを構築し、オンラインによる授業の実施により、休校することなく、訓
練を実施する。

 ２　主な事業内容

　講師と訓練生が映像や音声により、互いにやり取りを行う同時双方向型のオンラインによる訓練を可能とする
ため、オンライン授業実施に必要なシステムとネットワーク環境を整備する。
　　　                                                                   　　　 　　　 　　 　　　 　
　 　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　 　　　　　 　　 　　　 　　　 　　　　　　　（単位：千円）

区分 内容 金額

オンライン授業
システム整備

　講師用端末、カメラ、ヘッドセット等を整備し、講師と訓練生が映像や音声
により、互いにやり取りを行う同時双方向型のオンラインによる訓練を可能と
する。
　（内訳）機器購入、ライセンス
　　　　　11クラス（倉吉校６クラス、米子校５クラス）

５，５００

校内ネットワー
ク環境整備

　産業人材育成センター倉吉校、米子校において、オンライン授業に必要な
ネットワーク環境（ＬＡＮ工事、Ｗｉ－Ｆｉ環境）を整備する。
　（内訳）ネットワーク環境整備（LAN工事、Wi-Fi環境整備）２校　

４，５００

計 １０，０００
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
５款　労働費
　１項　労政費  鳥取県立鳥取 ハローワーク （ 電話 ：0857-51-0501 ）
　　１目　労政総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 （新）新型コ
ロナウイルス
に伴う雇用安
定支援事業

0 30,000 30,000  30,000

 トータルコスト 0 33,935 33,935（補正に係る主な業務内容）

 従事する職員数 0.0人 0.5人 0.5人
企業認定、正規雇用報告書受理、コロナウイルス雇用安定支援金
支給事務

 工程表の政策目標
（指標） ―

事業内容の説明 【「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

　新型コロナウイルスの感染拡大の影響のため、経営不振等による離職者が発生した場合に備え、大量離職を想
定した現行の奨励制度（３０人以上）の対象とならない２９人以下の離職者発生に対応した雇用安定支援制度を
創設する。

 ２　主な事業内容

　新型コロナウイルスの影響により、一事業所当たり５人以上２９人以下の離職者が発生した場合に、離職者を
正規雇用した企業に雇用安定支援金を支給する。

内容

対象
企業

（１）送出企業
新型コロナウイルスの感染拡大の影響によって5 人以上29 人以下の離職者を発生させる。 
 最近 １ か 月間の売上高または生産量などの事業活動を示す指標が前年同期に比べ概ね１０％以上 
急減し、回復の見通しがたたないこと。
業種指定なし 

（２）受入企業
雇用保険の適用事業主であること。 
送出企業の親会社等に該当しない 
送出企業で事業再編等が実施される場合、事業再編後の企業及びその親会社等に該当しない 
業種指定なし 

対象
労働者

 令和 ３ 年 ３ 月 ３１ 日 までに 雇用 された県内在住者
離職後に、対象事業主以外に正規雇用されていないこと。 

支給額  離職者 を 正規雇用 した 受入企業 に 対 し １ 人 あたり ３０ 万円 

その他 １年以内の事業主都合の離職があった場合は返還 

　【３０人以上の離職の場合】　現行の国及び県の制度で協調して対応。

　（国）労働移動支援助成金（３０万円）+（県）労働移動受入奨励金（１０万円）＝４０万円

 ３　予算額

　　 正規雇用　３０万円　×　１００人　＝　３０，０００千円

 ４　現行の奨励金制度

　　【鳥取県労働移動受入奨励金】
企業の再編、縮小等に伴う人員削減により離職する労働者を正規雇用した県内企業に対して労働移動受入奨
励金を支給し、県内企業への労働移動を支援し、雇用の維持・安定を図る。

＜支 給 額＞　１人あたり10万円（国助成金の支給がない場合30万円）

＜支給対象＞　奨励金の対象として認められた送出企業の離職者を雇用した県内企業

＜主な要件＞
（１）送出企業（次のいずれかに該当）

事業縮小等により30人以上の離職者を発生させる企業であって、最近３か月間の生産量等が前年同期 
に比べ概ね10％以上減少又は雇用保険の被保険者数の最近３か月の月平均が前年同期に比べて減少し
ている企業
緊急雇用対策会議において奨励金の対象とすることが認められた企業 

（２）受入企業（次のいずれにも該当）
送出企業と経済的に独立し、離職者をハローワーク等の紹介で正規雇用する事業所 
対象者雇入れの日の６か月前～１年経過後の間に事業主都合の解雇がない事業所 
離職後１年以内に、県内に在住する対象離職者を、県内に所在する事業所で正規雇用 
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令和２年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　２項　工鉱業費  販路拡大 ・ 輸出促進課 （ 内線 ： ７８０６ ）
　　２目　中小企業振興費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

 フードビジネ
ス拡大支援事
業

19,900 32,000 51,900  16,000 16,000

 トータルコスト 20,687 32,787 53,474（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.1人 0.1人 0.2人補助金交付事務、補助事業遂行状況管理
 工程表の政策目標
（指標） 国内外における県産品の販路拡大

事業内容の説明 【「地方創生推進交付金」充当事業】

 １　事業の目的、概要

新型コロナウイルス感染症の影響により、輸出販路先が縮小し経営上の影響を受けた加工事業者に、輸出先国の
食品衛生等の規制に対応できる加工施設整備等に要する経費の一部を助成することで、輸出に活路を見出す加工
事業者の販路拡大を図る。

 ２　主な事業内容

農林水産物等の食品加工業者等が新・増設する施設整備に対して支援する。
　　
　  ○補助率    　補助対象経費の１／３以内
　　○補助上限額  35,000千円
　  ○事業期間 　 36月以内
　  ○採択要件  　次の要件をすべて満たす企業等
　  （１）鳥取県内に事業所を有する食品産業事業者又は立地企業であること
　  （２）新・増設する加工施設・機械整備は鳥取県内に整備すること
　  （３）新・増設する加工施設・機械整備について、次の要件をいずれも達成すること
　　      ア　利用開始から２年以内に、食品安全規格の輸出向け認証を取得すること
　　　 　 イ　利用開始から３年以内に、製品の輸出割合を継続的に５％以上とすること
    （４）新・増設する加工施設・機械整備について、10,000千円以上の投資をすること
　  （５）補助事業の実施に当り食品衛生法その他の法令に基づく許可が必要な場合は、その許可を受ける　　
　　　こと
　
  　  【想定案件】
　　    １件
　　　  事 業 費 　96,000千円
　　  　補助金額　 32,000千円

 ３　これまでの取組状況、改善点

　　 
　　平成28年４月　制度創設
　　平成28年度　　交付決定案件　４件
　　平成30年度　　交付決定案件　１件
　　平成30年６月　交付要綱を一部改正し、輸出拡大支援施策としての打ち出しを強化
　　 　　　　　　（食品加工業のミッシングリンク解消を目的とした案件は別の補助事業に集約化）
　　令和元年度　　交付決定案件　１件
　　令和２年４月　交付決定案件　１件
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令和２年度６月補正予算歳入歳出事項別明細書（商工労働部）
（単位：千円）

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

１ 報 酬 267,784 267,784 241,215 241,215 148,187 148,187

２ 給 料 207,306 207,306 176,594 176,594 99,814 99,814

３ 職 員 手 当 等 131,178 131,178 114,450 114,450 65,952 65,952

４ 共 済 費 114,485 114,485 104,077 104,077 61,011 61,011

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費 138,909 30,612 169,521 138,688 30,612 169,300 28,857 30,612 59,469

８ 旅 費 35,728 54 35,782 29,312 54 29,366 19,359 54 19,413

費 用 弁 償 18,827 18,827 14,543 14,543 10,967 10,967

普 通 旅 費 5,045 5,045 3,496 3,496 1,586 1,586

特 別 旅 費 11,856 54 11,910 11,273 54 11,327 6,806 54 6,860

９ 交 際 費 50 50

１０ 需 用 費 34,412 34,412 32,857 32,857 13,491 13,491

１１ 役 務 費 24,577 24,577 21,518 21,518 15,900 15,900

１２ 委 託 料 716,390 716,390 714,736 714,736 340,261 340,261

１３ 使 用 料 及 び 賃 借 料 106,455 106,455 104,814 104,814 75,193 75,193

１４ 工 事 請 負 費 68,761 68,761 68,761 68,761 1,755 1,755

１５ 原 材 料 費 1,876 1,876 1,876 1,876

１６ 公 有 財 産 購 入 費

１７ 備 品 購 入 費 1,485 10,000 11,485 1,385 10,000 11,385

１８ 負担金､補助及び交付金 229,572 110,000 339,572 183,960 110,000 293,960 95,414 110,000 205,414

１９ 扶 助 費 334 334 334 334

２０ 貸 付 金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金､利子及び割引料

２３ 投 資 及 び 出 資 金

２４ 積 立 金 186,988 186,988

２５ 寄 付 金

２６ 公 課 費 68 68 68 68

２７ 繰 出 金

予 備 費

計 2,266,358 150,666 2,417,024 1,934,645 150,666 2,085,311 965,194 140,666 1,105,860

国 庫 932,288 150,666 1,082,954 932,288 150,666 1,082,954 324,988 140,666 465,654

地 方 債 33,000 33,000 33,000 33,000

そ の 他 55,944 55,944 14,064 14,064 455 455

一 般 財 源 1,245,126 1,245,126 955,293 955,293 639,751 639,751

款　項　目 ５款　労働費

うち商工労働部

財
源
内
訳

１項　労政費

節　　　別
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１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

費 用 弁 償

普 通 旅 費

特 別 旅 費

９ 交 際 費

１０ 需 用 費

１１ 役 務 費

１２ 委 託 料

１３ 使 用 料 及 び 賃 借 料

１４ 工 事 請 負 費

１５ 原 材 料 費

１６ 公 有 財 産 購 入 費

１７ 備 品 購 入 費

１８ 負担金､補助及び交付金

１９ 扶 助 費

２０ 貸 付 金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金､利子及び割引料

２３ 投 資 及 び 出 資 金

２４ 積 立 金

２５ 寄 付 金

２６ 公 課 費

２７ 繰 出 金

予 備 費

計

国 庫

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

款　項　目

財
源
内
訳

節　　　別

（単位：千円）

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

148,187 148,187 93,028 93,028

99,814 99,814 76,780 76,780

65,952 65,952 48,498 48,498

61,011 61,011 43,066 43,066

24,819 30,000 54,819 4,038 612 4,650 109,831 109,831

18,222 18,222 1,137 54 1,191 9,953 9,953

10,967 10,967 3,576 3,576

1,376 1,376 210 210 1,910 1,910

5,879 5,879 927 54 981 4,467 4,467

12,973 12,973 518 518 19,366 19,366

15,650 15,650 250 250 5,618 5,618

303,738 303,738 36,523 36,523 374,475 374,475

74,703 74,703 490 490 29,621 29,621

1,755 1,755 67,006 67,006

1,876 1,876

1,385 10,000 11,385

89,258 100,000 189,258 6,156 10,000 16,156 88,546 88,546

334 334

68 68

916,082 130,000 1,046,082 49,112 10,666 59,778 969,451 10,000 979,451

317,506 130,000 447,506 7,482 10,666 18,148 607,300 10,000 617,300

33,000 33,000

455 455 13,609 13,609

598,121 598,121 41,630 41,630 315,542 315,542

２項　職業訓練費

１目　労政総務費 ２目　労働福祉費
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１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

費 用 弁 償

普 通 旅 費

特 別 旅 費

９ 交 際 費

１０ 需 用 費

１１ 役 務 費

１２ 委 託 料

１３ 使 用 料 及 び 賃 借 料

１４ 工 事 請 負 費

１５ 原 材 料 費

１６ 公 有 財 産 購 入 費

１７ 備 品 購 入 費

１８ 負担金､補助及び交付金

１９ 扶 助 費

２０ 貸 付 金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金､利子及び割引料

２３ 投 資 及 び 出 資 金

２４ 積 立 金

２５ 寄 付 金

２６ 公 課 費

２７ 繰 出 金

予 備 費

計

国 庫

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

款　項　目

財
源
内
訳

節　　　別

（単位：千円）

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

478 478 54,132 54,132 40,640 40,640

380,061 380,061 214,984 214,984

196,062 196,062 111,948 111,948

162,914 162,914 104,536 104,536

85,644 85,644 261,981 300,000 561,981 257,020 300,000 557,020

5,053 5,053 56,466 56,466 31,180 31,180

939 939 9,107 9,107 5,524 5,524

928 928 36,983 36,983 17,644 17,644

3,186 3,186 10,376 10,376 8,012 8,012

100 100 100 100

18,654 18,654 47,126 47,126 17,756 17,756

5,115 5,115 42,983 42,983 19,770 19,770

343,324 343,324 860,236 153,717 1,013,953 334,812 334,812

29,028 29,028 145,328 145,328 20,791 20,791

67,006 67,006 37,731 37,731 16,921 16,921

1,876 1,876

1,385 10,000 11,385 2,500 2,500 2,500 2,500

25,457 25,457 11,060,763 733,268 11,794,031 10,397,438 633,268 11,030,706

334 334

357,060 357,060 349,487 349,487

68 68

33,033 33,033 33,033 33,033

583,422 10,000 593,422 13,698,476 1,186,985 14,885,461 11,952,916 933,268 12,886,184

487,834 10,000 497,834 1,355,292 784,296 2,139,588 1,208,901 534,296 1,743,197

33,000 33,000 131,000 3,000 134,000 122,000 122,000

2,847 2,847 435,938 369,416 805,354 405,668 369,416 775,084

59,741 59,741 11,776,246 30,273 11,806,519 10,216,347 29,556 10,245,903

７款　商工費

うち商工労働部

２目　職業訓練校費
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１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

費 用 弁 償

普 通 旅 費

特 別 旅 費

９ 交 際 費

１０ 需 用 費

１１ 役 務 費

１２ 委 託 料

１３ 使 用 料 及 び 賃 借 料

１４ 工 事 請 負 費

１５ 原 材 料 費

１６ 公 有 財 産 購 入 費

１７ 備 品 購 入 費

１８ 負担金､補助及び交付金

１９ 扶 助 費

２０ 貸 付 金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金､利子及び割引料

２３ 投 資 及 び 出 資 金

２４ 積 立 金

２５ 寄 付 金

２６ 公 課 費

２７ 繰 出 金

予 備 費

計

国 庫

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

款　項　目

財
源
内
訳

節　　　別

（単位：千円）

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

23,619 23,619 23,307 23,307 238 238

165,077 165,077 165,077 165,077

85,218 85,218 85,218 85,218

60,028 60,028 60,028 60,028

7,426 300,000 307,426 1,010 300,000 301,010 4,666 4,666

18,599 18,599 3,746 3,746 3,391 3,391

2,880 2,880 912 912 688 688

11,593 11,593 2,634 2,634 2,351 2,351

4,126 4,126 200 200 352 352

100 100 100 100

10,000 10,000 3,600 3,600 3,745 3,745

14,177 14,177 3,275 3,275 3,085 3,085

57,280 57,280 13,795 13,795

15,054 15,054 3,975 3,975 5,322 5,322

2,968,927 587,712 3,556,639 1,253,473 50,000 1,303,473

78,686 78,686

3,504,191 887,712 4,391,903 349,336 300,000 649,336 1,287,715 50,000 1,337,715

841,019 518,296 1,359,315 15,904 300,000 315,904 123,646 50,000 173,646

127,823 369,416 497,239 70 70

2,535,349 2,535,349 333,362 333,362 1,164,069 1,164,069

１項　商業費

１目　商業総務費 ２目　商業振興費
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１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

費 用 弁 償

普 通 旅 費

特 別 旅 費

９ 交 際 費

１０ 需 用 費

１１ 役 務 費

１２ 委 託 料

１３ 使 用 料 及 び 賃 借 料

１４ 工 事 請 負 費

１５ 原 材 料 費

１６ 公 有 財 産 購 入 費

１７ 備 品 購 入 費

１８ 負担金､補助及び交付金

１９ 扶 助 費

２０ 貸 付 金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金､利子及び割引料

２３ 投 資 及 び 出 資 金

２４ 積 立 金

２５ 寄 付 金

２６ 公 課 費

２７ 繰 出 金

予 備 費

計

国 庫

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

款　項　目

財
源
内
訳

節　　　別

（単位：千円）

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

17,021 17,021 848 848

49,907 49,907

26,730 26,730

44,508 44,508

249,494 249,494 3,294 3,294

508 508 11,607 11,607 5,458 5,458

2,644 2,644 953 953

508 508 5,451 5,451 1,906 1,906

3,512 3,512 2,599 2,599

130 130 7,396 7,396 2,427 2,427

200 200 5,573 5,573 2,972 2,972

272,232 272,232 180,314 180,314

80 80 5,717 5,717 2,480 2,480

16,921 16,921 16,921 16,921

2,500 2,500 2,500 2,500

1,572,723 537,712 2,110,435 7,428,511 45,556 7,474,067 1,156,014 45,556 1,201,570

78,686 78,686 270,801 270,801 270,801 270,801

33,033 33,033 33,033 33,033

1,652,327 537,712 2,190,039 8,441,951 45,556 8,487,507 1,677,062 45,556 1,722,618

675,343 168,296 843,639 367,882 16,000 383,882 301,436 16,000 317,436

122,000 122,000 35,000 35,000

127,753 369,416 497,169 277,845 277,845 276,801 276,801

849,231 849,231 7,674,224 29,556 7,703,780 1,063,825 29,556 1,093,381

２項　工鉱業費

２目　中小企業振興費３目　金融対策費
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１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 報 償 費

８ 旅 費

費 用 弁 償

普 通 旅 費

特 別 旅 費

９ 交 際 費

１０ 需 用 費

１１ 役 務 費

１２ 委 託 料

１３ 使 用 料 及 び 賃 借 料

１４ 工 事 請 負 費

１５ 原 材 料 費

１６ 公 有 財 産 購 入 費

１７ 備 品 購 入 費

１８ 負担金､補助及び交付金

１９ 扶 助 費

２０ 貸 付 金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金､利子及び割引料

２３ 投 資 及 び 出 資 金

２４ 積 立 金

２５ 寄 付 金

２６ 公 課 費

２７ 繰 出 金

予 備 費

計

国 庫

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

款　項　目

財
源
内
訳

節　　　別

（単位：千円）

補正前 補正額 補正後

281,947 281,947

391,578 391,578

226,398 226,398

208,613 208,613

395,708 330,612 726,320

60,838 54 60,892

20,093 20,093

21,460 21,460

19,285 54 19,339

100 100

51,385 51,385

41,806 41,806

1,049,548 1,049,548

126,211 126,211

85,682 85,682

1,876 1,876

3,885 10,000 13,885

10,582,685 743,268 11,325,953

334 334

350,968 350,968

305,075 305,075

68 68

33,033 33,033

14,197,738 1,083,934 15,281,672

2,141,189 684,962 2,826,151

155,000 155,000

421,213 369,416 790,629

11,480,336 29,556 11,509,892

商工労働部
合　　　計
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金額（千円）等

５款　労　働　費

１項　労　政　費　

１目　労政総務費

負担金、補助
及び交付金 ・緊急雇用対策ささえあいマッチング促進事業補助金 100,000

２目　労働福祉費

負担金、補助
及び交付金 ・鳥取県テレワーク等導入企業支援補助金 10,000

７款　商　工　費　

１項　商　業　費　

２目　商業振興費

負担金、補助
及び交付金 ・地域で頑張るお店応援事業補助金 50,000

３目　金融対策費

・企業自立サポート事業補助金（制度金融費） 461,936

・信用保証料負担軽減補助金 75,776

２項　工　鉱　業　費

２目　中小企業振興費

・とっとりバイオフロンティア基金造成事業補助金 13,556

・フードビジネス拡大支援事業補助金 32,000

負担金、補助
及び交付金

節　　の　　明　　細

項　　　　　　　　　　目

負担金、補助
及び交付金
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議案第１４号                        販路拡大・輸出促進課 

 
区 

 

分 
 

 
 
財産を無償で貸し付けること（弓浜がすり伝承館）について 

 

 

 

提 

 

出 

 

理 

 

由 

 

及 

 

び 

 

概 

 

要 

 

 
１ 提出理由 

    県有財産の有効活用を図るとともに、伝統的工芸品である弓浜絣について弓浜絣

保存会が産地維持を図るために行う伝統技術の伝承及び製造活動の用に供するた

め、同会に土地及び建物を無償で貸し付けようとするものである。 

 
２ 概要 
（１）財産の内容 
    
    
   
 
 
 

 種 類 所 在 地 数 量 

 土 地 境港市麦垣町字蔵本灘８６番２ ２７６４．２６平方メートル 

 建 物 〃 ５２３．２８平方メートル 

 
（２）相手方 
   米子市彦名町４２６１番地１ 
     後藤和文 （弓浜絣保存会会長）  
 
（３）貸付期間 
     令和２年７月１日から令和４年３月３１日まで 
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国
庫
支
出
金

分
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び
負
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の
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4
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2
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報
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号

令
和

元
年

度
鳥

取
県

一
般

会
計

繰
越

明
許

費
繰

越
計
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書

款
項

事
　
　
業

　
　

名
金

額
翌

年
度

繰
越

額
左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

計

既
 
収
 
入

特
定

財
源

未
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特
　
　
定
　
　
財
　
　
源

一
般
財
源

課
　

名
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